
当行では、地域と共にある金融機関として、金融サービスの提供と金融仲介機能の発揮に努めてまいりました。
今後とも、お取引先の課題・ニーズを適切に把握するとともに、「七十七グループ」の総合力を発揮しながら、お取引先の

企業価値向上に向け、円滑な資金供給や課題解決に向けた提案を積極的に実施してまいります。

事業性評価による課題解決策の共有・成約件数
 ※2016年10月からの累計 

課題解決策の項目 共有件数
成約件数

累計 2021年度

融資実行 13,584 10,336 2,915

有料ビジネスマッチング 8,482 1,467 526

営業情報斡旋 4,798 1,200 303

事業承継・相続等 2,948 215 57

外部支援機関 2,039 206 23

商談会 1,485 168 5

M&A 981 55 15

その他 12,786 2,939 780

合計 47,103 16,586 4,624

事業性評価先の貸出金残高推移
貸出金残高 977,675百万円
（先数） （8,274先）

※2022年3月末時点

新型コロナ感染症関連貸出の実績（条件変更を含む）（累計）

有料ビジネスマッチング成約件数 （単位：件）

2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期
630 1,058 1,674

事業承継支援先数 （単位：社）

2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期
591 624 731

M＆A支援先数 （単位：社）

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

アドバイザリー
契約締結先 25 27 36

創業期の事業者に対する成長支援件数 （単位：件）

2022年3月期
1,490

事業者向け震災関連貸出の実行状況 
（震災以降～2022年3月末） （単位：件、百万円）

累計
件数 金額

運転資金 6,139 280,824
設備資金 2,685 176,814

合計 8,824 457,638

2013年12月の経営者保証に関するガイドラインの公表
を うけ、経営者保証に依存しない融資の促進に向けた態勢
を 強化しております。

当行では、これまでに本ガイドラインで求められているお
客さまの経営状況等について適切に確認を行ったうえで、
無保証融資、保証契約の解除（事業承継時の前経営者の
保証契約の 解除を含む）、既存の保証契約の見直しに対応
しており、引続き誠実に対応してまいります。

「経営者保証ガイドライン」への取組状況 2021年度実績
新規に無保証で融資した件数 4,142件
新規融資件数 10,665件
新規融資に占める経営者保証に
依存しない融資の割合 38.8%

事業承継時における保証徴求割合
新旧両経営者から保証徴求 0.0%
旧経営者のみから保証徴求 0.0%
新経営者のみから保証徴求 87.0%
経営者からの保証徴求なし 13.0%

経営者保証に関するガイドラインへの取組状況
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（単位：億円） ■■ 実行金額　 ●   実行件数 （単位：件）
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中小企業の経営改善及び地域活性化のための取組み状況

事業性評価への取組み
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当行では、お取引先の課題解決や事業価値の向上に向けた提案・支援に加え、産学官の各主体との連携を通じて、地域
経済の成長、産業の発展に貢献することで地方創生を目指しております。

地方創生に向けて「創業・新規事業支援」、「地域中核企業支援・育成」、「まちづくり事業の促進」、「観光振興支援等」の
4つを重点推進項目と設定し、推進を強化してまいります。

３．まちづくり事業の推進

・地域開発プロジェクトへの参画
・官民連携事業の促進
・外部機関と連携した支援（MAPP）

４．観光振興支援等

・観光関連産業の事業化支援・成長支援　　
・インバウンド推進支援
・観光客受入体制整備支援

１．創業・新規事業支援

・創業・第二創業支援
・ベンチャーファンド等による資金供給支援
・各種イベント協力、七十七ニュービジネス助成金

２．地域中核企業支援・育成

・地元企業の成長支援　
・ビジネスマッチング、販路開拓 　・産学連携支援
・IPO支援　・補助金等活用支援　・人材紹介

地方創生に向けた取組みの一例

■ 「みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（通称：ＭＡＰＰ）」の形成（2020年1月31日設立）
地方公共団体と締結している「地方創生に向けた包括連携に関する協定」等に基づく取組みの一環として、民間資金や民

間ノウハウの活用に向けた官民の情報共有および対話促進を継続的に展開する場として、「みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（通
称：ＭＡＰＰ）」を形成しています。

【民間事業者（B to B）】

建設

リース

コンサルティング

メディア

不動産

商社

ＩＴサービス

通信 など

みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム
【コアメンバー】

七十七リサーチ＆コンサルティング　等

事務局：地域開発部

七十七銀行 （7
セブン

7 to G）

（7
セブン

7 with G）

【地方公共団体（G to G）】

「地方創生に向けた包括連携協定」等締結先
2022年3月3１日現在：3８団体
マッチングイベント等を皮切りに

2020年1月以降、新たに1４団体が参画

G to B

B to G

シンクタンク

ＮＰＯ法人等　とうほくＰＰＰ/ＰＦＩ協会等

東北大学、宮城大学、東北工業大学　等

【サポートメンバー】
連携協定締結金融機関および大学等

日本政策投資銀行
東北支店 地域調査部

案件毎に個別に
サウンディング

情報発信機能

官民対話機能

普及啓発機能

人材育成機能

交流機能

実行支援機能

地方の産業、経済、暮らしを創生
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